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本格的な少子高齢社会・多死社会の到来を前に、国民の安全・安心な在宅療養環境を確保す
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1.高齢多死社会における在宅取りの体制備

(1) 1CTを活用した死亡診における護師による情報提供の評価

ICTを活用した死亡診断において訪問看護師が医師への情報提供に係る所定の業務を

行った場合、「ターミナルケア情報提供料」として評価すること

<趣旨>

規制改革推進会議で打ち出された「在宅看取りにおける規制の見直し」の方針に基づき、診察後

24時間以上経過してからの死亡については、法医学等に関する一定の教育を受けた看護師による医

師への報告など一定の要件を満たした場合に、医師の死後診察がなくても死亡診断書の交付を可能

とする方向で、平成29年度中の措置を目途に検討・準備が進められている。

ICTを活用した死亡診断のスキームにおいて、看護師は通常のターミナルケアの業務に加え、

医師とあらかじめ取り決めた様々な確認事項を確認し、医師の判断に必要な情報を速やかに報告す

る役割を担うことになる。特に訪問看護を利用する在宅での看取りにおいては、訪問看護師が利用

者家族への声かけや説明、 1CTによる情報提供のための準備、情報の記録・送信等の業務を、利

用者家族の状況に配慮しつつ、単独で迅速かつ正確に行うことが必要であり、それらの業務に係る

時間と労力について適切に評価すべきである。

以上のことから、 1CTを活用した死亡診断において、訪問看護師が医師への情報提供に係る所

定の業務を行った場合、「ターミナルケア情報提供料」として訪問看護ターミナルケア療養費に上

乗せして評価するよう要望する。

2.入院時や在宅療養時における訪問護と医療機関等の連携強化

(1)入院・入所時の訪問護事業所から医療機関への情報提供に対する評価

訪問看護利用者が病院等へ入院・入所する際に、訪問看護事業所から病院等への利用者

の治療・療養に関する情報提供を評価すること

<趣旨>

在宅療養者が病院や施設に入院・入所する場合には、現病歴や既往歴、服薬状況、認知症の有無、

在宅療養の状況、本人や家族の意向等の情報を入院(入所)先に迅速に情報提供し、治療やケアの

方針決定、退院(退所)に向けた計画策定等に役立てることが重要である。

介護保険サービスを利用する在宅療養者の入院時連携については、ケアマネジャーから入院先へ

の情報提供が入院時情報連携加算」(介護報酬)として評価されている。一方、医療保険で訪問

看護等を利用する在宅療養者の場合、ケアマネジャーに相当する連携調整の担当職が定められてお

らず、訪問看護事業所が病院等の求めに応じて、治療や療養に必要な情報を提供している実態があ

る。

以上のことから、訪問看護利用者の病院や障害児・者の施設等への入院・入所に際し、訪問看護

事業所から病院等へ利用者の治療・療養に関する情報提供を行った場合の評価を新設するよう要望

する。



(2)在宅療養患者の医療機関外来通院時における訪問護ステーションとの連携・報

共有に対する評価

がん末期等の在宅療養患者の医療機関外来通院時に訪問看護師が同席し、患者の状態や

治療に係る情報について、外来の医師・看護師等と情報共有した場合に評価すること

<趣旨>

近年、がん治療における外来化学療法の実施件数が増えており、高齢がん患者や進行がん患者に対し

ても外来化学療法が積極的に導入されている。在宅での化学療法・緩和ケアについては、在宅で使用で

きる薬剤や訪問可能な医療機関が限られていることもあり、訪問看護等の在宅サービスを利用しながら、

医療機関の外来に通院して治療を続けるケースがある。

外来通院しながら在宅療養を継続する患者のうち、特に末期がんの高齢者や、認知症、精神疾患

等のある患者においては、外来で主治医の説明内容を正確に理解できなかったり、自身の症状を訴

えられない場合があり、治療や療養に必要な情報を医療機関と訪問看護等で共有することが困難な

場合がある。こうした状況に応じ、在宅療養者の外来通院に訪問看護師が同行し、医療機関のスタ

ツフと情報共有を行った経験がある訪問看護事業所は52.1%に上っている。(2016年日本訪問看護

財団「平成30年度介護・診療報酬改定の要望に関するアンケート調査」)

現行制度下では、退院時における医療機関と訪問看護ステーション等との連携は退院時共同指導

料や退院支援加算等で評価されているが、外来通院時の情報共有に係る評価は設けられていない。

訪問看護師が患者の外来通院に同行し、患者の心身や療養の状況について主治医への説明を代行

したり、主治医から治療等に関する説明を受けることにより、医療機関と在宅の情報共有や、在宅

での医療処置・療養上の世話などに役立てた場合に、外来通院時の共同指導加算として評価するよ

う要望する。

3.訪問護ステーションの大規模化推進

(1)訪問看護の24時間対応体制の拡充

24時間体制評価を「24時間対応体制加算」に一本化するとともに、評価を引上げること

<趣旨>

診療報酬における訪問看護の24時間体制評価は「24時間対応体制加算」(電話連絡に24時間対

応でき、必要に応じ緊急訪問ができる体制)と「24時間連絡体制加算」(電話連絡に24時間対応で

きる体御Dの2段階に分かれている。平成 27年3月時点での算定割合は「24時間対応体制加算

85.4%に対し、「24時間連絡体制加算」 5.9%である。(平成27年度全国訪問看護事業協会調査)医療

ニーズの高い在宅療養者への安定的な訪問看護提供体制を確保するため、今後は24時間の連絡体制に

とどまらず、対応体制のとれるステーションを増やすことが重要である。

一方、ステーションの人員規模は「5人未満」が46%を占めており、少人数でのオンコール体制

で24時間対応を担っている事業所が多い。日本看護協会が2014年に実施した調査によれば、看護

職員 1人あたりのオンコール待機回数は、看護職員(実人数)「15人以上」の事業所では月平均7.5

回に対し、「3~5人」の事業所では月平均Ⅱ.9回となっており、少人数の事業所ほど人当たりの



オンコール業務負担が重い(日本看護協会 2014年「訪問看護実態調査」)。訪問看護ステーション

の大規模化を促進するためにも、24時間対応に取り組む事業所の評価を拡充する必要がある。

以上のことから、24時問連絡体制加算については経過措置を設けて一定期間後に廃止するとともに、

24時間対応体制加算(現行 5,400円)の評価を引上げ、訪問看護の 24時間対応の拡充を図ることを

要望する。

(2)機能強化型訪問護ステーションの取り場所の拡大

機能強化型訪問看護ステーションが認知症グループホーム入居者等の看取りを実施した

場合についても、訪問看護ターミナルケア療養費の算定実績と同様に評価し、機能強化型

訪問看護ステーションの算定要件として認めること

<趣旨>

機能強化型訪問看護ステーションの算定要件である看取り件数のカウントは、訪問看護ステーション

自身が訪問看護ターミナルケア療養費(又はターミナルケア加算)を算定したケースおよび連携先の医

師が「在宅がん医療総合診療料」を算定しているケースとなっている。

在宅・介護領域では複数事業所の連携による看取り体制が報酬上評価されているが、訪問看護ステー

ションが認知症グループホームや特別養護老人ホームと連携して入居者のターミナルケアを実施する

場合、グループホームや特養の「看取り介護加算」(介護保険)と訪問看護ステーションのターミナル

ケア療養費はどちらか一方しか算定できない定めとなっているため、施設側で加算を取得した場合は、

訪問看護ステーションの看取りの実績としてカウントできない。

このため、実際のターミナルケアの実施状況に比べ加算の算定件数が少なくなり、機能強化型の要件

を満たせない訪問看護ステーションがある。日本看護協会が 2015年に実施した調査では、看護職員

常勤換算7人以上の訪問看護ステーションが機能強化型を算定しない理由として「看取りの件数が

少ない」 46.1%が最も多く、次いで「看取りは行っているが、ターミナルケア療養費仂口算)の算

定が少ない」が37.4%であった。(日本看護協会平成27年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「地

域における訪問看護人材の確保・育成・活用策に関する調査研究事業」)

複数事業所の連携によるターミナルケアの実施は在宅・介護領域ではごく当たり前であり、ター

ミナルケア療養費の算定につながらなくとも、訪問看護は看取りにおいて役割を果たしている実態

がある。

以上のことから、訪問看護ステーションカ荒忍知症グループホーム入居者等の看取りを実施した場合に

ついても、訪問看護ターミナルケア療養費(又はターミナルケア加算)の算定実績と同等に評価し、機

能強化型訪問看護ステーションの算定要件として認めるよう要望する。



4.訪問護の業務効率化および職種間連携の強化

(1)1CT活用等による訪問の周辺業務効率化に対する評価

訪問看護事業所において、事務職員の配置およびICTの活用により訪問看護に係る書類

作成等の周辺業務の効率化を図った場合に「事務作業補助体制加算」として評価すること

<趣旨>

訪問看護ステーション数は近年順調に増加し、平成28年5月時点で8613か所知に上っているが、

1事業所あたりの従事者数(常勤換算)は「5人未満」の小規模ステーションが全体の46%親を占

めている。24時間対応や看取り対応など、訪問看護の安定的な提供体制の確保に向けては事業所の

大規模化推進が今後の課題である。

小規模事業所では、訪問看護に付随する書類作成、連絡調整などの周辺業務も含めて看護職員が

実施していること、あるいはICTの導入の遅れにより、看護職員が訪問看護業務に専念できる体

制になっていないという指摘がなされている。事務職員の配置およびICTの活用により周辺業務

の効率化を図ることで、看護職員が訪問看護に集中でき、サービスの提供量拡大が可能となる。

以上のことから、 1)事務職員の配置または2) 1CTの体制整備(訪問先でのタブレット端

末活用等による看護職員の事務負担軽減、利用者のサービス履歴や職員の出退勤管理のICT化に

よる管理者の事務負担軽減等)により訪問看護の周辺業務の効率化を実施した場合に、「事務作業

補助体制加算」として評価することを要望する。

※1厚生労働省概算医療費データベース※2 厚生労働省介護サービス施設・事業所調査

(2)複数名訪問護加算の対拡大

複数名訪問看護加算の算定対象として「利用者の身体的な理由により、単独での訪問看護

が困難な場合」を追加するとともに、算定回数制限を見直すこと

<趣旨>

訪問看護の業務効率化に向け、他職種との適切な役割分扣を促進し、訪問看護師がより専門性の

高い看護業務に注力できる体制整備が必要である。

平成24年度診療報酬改定より、複数名訪問看護加算の算定パターンとして「看護補助者との同

行」が追加され、看護師と看護補助者が2名で訪問することが可能となった。利用者にとって安全・

安楽なケア提供につながる他、役割分担による業務効率化、訪問看護師の負担軽減・安全確保の観

点からも、利用者の状態に応じた複数名訪問が柔軟にできる体制が望ましい。

しかし現行の要件では、医療保険の複数名訪問看護加算の対象は①別表第7や別表第8の該当者、

②特別訪問看護指示書が交付されている、③暴力行為等が認められる、④その他①~③に準ずる者

とされており、介護保険の同加算で算定対象になっている「利用者の身体的な理由により、単独で

の訪問看護が困難な場合」が明記されていない。このため、身体に麻癒や拘縮がある利用者や、過

体重の利用者を支えながらの医療処置など、複数名訪問看護により業務効率化が可能なケースにつ

いて、医療保険では加算対象となっていない状況である。

複数名訪問看護加算の算定対象として「利用者の身体的な理由により、 1人の看護師等による訪

問看護が困難と認められる場合を追加するとともに、算定回数制限を撤廃することを要望する。



(3)訪問護ステーションからの理学療法士等の訪問に係る基準の見直し

訪問看護ステーションからの理学療法士等の訪問について、看護師と理学療法士等の共

同によるりハビリテーション実施計画の作成、看護師によるアセスメントの実施等を運

営基準に明記すること

<趣旨>

近年、介護保険の訪問看護においては、訪問看護ステーションからの理学療法士等による訪問(りハ

ビリテーション)の割合が急増しており、介護報酬請求額では医療機関からの訪問りハビリテーション

を上回っている。

訪問看護ステーションからの理学療法士等の訪問については、介護保険の訪問看護サービス算定基準

の留意事項において「その訪問が看護業務の環としてのりハビリテーションを中心としたものである

場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位置づけのものである」と明記されており、看護職員と

の連携協働のもと、訪問看護を利用する中重度者やターミナル期の利用者の在宅療養継続に資するりハ

ビリテーション提供が期待される。

医療保険の訪問看護においては、職種による訪問看護の内容について特に区別はなく、報酬上も保健

師・助産師・看護師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による訪問は同一区分となっているが、リ

ハビリテーションの提供体制としては介護保険と同様に、看護職との連携協働のもとで実施することが

望ましい。

訪問看護ステーションからの理学療法士等の訪問について、看護職とりハビリ専門職の連携協働のも

とで質の高いサービスが提供されるよう、以下のように運営基準や報酬算定基準の見直しを要望する。

(1)下記の実施体制を運営基準に明記すること

①医師の指示書の内容を踏まえ、看護師と理学療法士等が共同して、理学療法士等が実施するりハビ

リテーションの実施計画を作成すること(訪問看護計画と一体のものとして作成)

②訪問看護ステーションから理学療法士等による訪問を利用する利用者については、原則として同月

中に1回以上は看護師が訪問してアセスメントを実施し、看護職員と理学療法士等の情報や方針の

共有に努めること

②訪問看護基本療養費(D (Ⅱ)の職種区分について以下のように見直すこと

<現行> <見直し案>

イ保健師、助産師、看護師、理学療法士、 イ保健師、助産師、看護師による訪問

作業療法士、言語聴覚士による訪問 口理学療法士、作業療法士、言語聴覚士=,

口准看護師による訪問 による訪問

ハ准看護師による訪問


